
全体 うち大企業 全体 うち大企業 全体 うち大企業 全体 うち大企業

金融庁 金融業 一般社団法人全国銀行協会 100 (100) 100 (100) 0 (0) 15 (15)

警察庁 警備業 一般社団法人全国警備業協会 53 (100) 53 (100) 0 (0) 19 (5)

通信業 一般社団法人電気通信事業者協会 92 (100) 92 (100) 0 (0) 12 (11)

放送コンテンツ業 放送コンテンツ適正取引推進協議会 13 (25) 17 (38) 4 (13) 23 (8)

一般財団法人食品産業センター 100 (100) 100 (100) 0 (0) 4 (4)

酒類業中央団体連絡協議会 33 (50) 33 (50) 0 (0) 9 (6)

厚生労働省 その他のサービス業 公益社団法人全国ビルメンテナンス協会 45 (50) 60 (100) 15 (50) 20 (2)

一般社団法人日本外食品流通協会 28 (60) 33 (60) 6 (0) 18 (5)

全国給食事業協同組合連合会 11 ー 22 ー 11 ー 9 (0)

一般社団法人日本加工食品卸協会 56 (64) 56 (64) 0 (0) 18 (14)

一般社団法人日本給食品連合会 7 ー 7 ー 0 ー 15 (0)

一般社団法人全国青果卸売市場協会 0 ー 0 ー 0 ー 16 (0)

全国魚卸売市場連合会 14 (0) 14 (0) 0 (0) 29 (1)

飲食業 一般社団法人日本フードサービス協会 8 (27) 8 (27) 0 (0) 39 (11)

日本製紙連合会 100 (100) 100 (100) 0 (0) 5 (5)

全国段ボール工業組合連合会 89 (83) 100 (100) 11 (17) 9 (6)

繊維 日本繊維産業連盟 100 (100) 100 (100) 0 (0) 14 (5)

一般社団法人日本建材・住宅設備産業協会 61 (73) 61 (73) 0 (0) 18 (15)

全日本ベッド工業会 43 (75) 43 (75) 0 (0) 7 (4)

一般社団法人アジア家具フォーラム 43 (100) 43 (100) 0 (0) 7 (1)

一般社団法人日本家具産業振興会 40 (100) 40 (100) 0 (0) 15 (3)

一般社団法人日本オフィス家具協会 37 (86) 63 (100) 26 (14) 27 (7)

一般社団法人日本ガス石油機器工業会 50 (50) 56 (63) 6 (13) 16 (8)

印刷業 一般社団法人日本印刷産業連合会 53 (86) 56 (86) 3 (0) 34 (7)

一般社団法人日本化学工業協会 95 (95) 95 (95) 0 (0) 20 (20)

塩ビ工業・環境協会 57 (57) 57 (57) 0 (0) 7 (7)

化成品工業協会 61 (70) 64 (74) 3 (4) 33 (23)

石油化学工業協会 81 (84) 81 (84) 0 (0) 26 (25)

一般社団法人日本ゴム工業会 73 (81) 73 (81) 0 (0) 22 (16)

日本プラスチック工業連盟 53 (56) 53 (56) 0 (0) 34 (32)

一般社団法人日本電線工業会 46 (73) 75 (91) 29 (18) 24 (11)

一般社団法人日本鉄鋼連盟 97 (97) 97 (97) 0 (0) 34 (34)

一般社団法人日本アルミニウム協会 80 (85) 87 (92) 7 (8) 30 (26)

一般社団法人日本伸銅協会 41 (50) 50 (67) 9 (17) 22 (12)

一般社団法人日本金型工業会 84 (100) 84 (100) 0 (0) 38 (5)

一般社団法人日本金属熱処理工業会 58 ー 58 ー 0 ー 12 (0)

一般社団法人日本金属プレス工業協会 42 (100) 45 (100) 3 (0) 33 (1)

一般社団法人日本工業炉協会 32 (50) 32 (50) 0 (0) 28 (14)

一般社団法人日本ダイカスト協会 44 (83) 44 (83) 0 (0) 32 (6)

一般社団法人日本鍛圧機械工業会 54 (63) 77 (88) 23 (25) 13 (8)

一般社団法人日本鍛造協会 33 (0) 44 (0) 11 (0) 18 (5)

一般社団法人日本鋳造協会 88 (100) 88 (100) 0 (0) 8 (2)

一般社団法人日本鋳鍛鋼会 42 (47) 46 (53) 4 (7) 24 (15)

一般社団法人日本バルブ工業会 29 (67) 57 (67) 29 (0) 7 (3)

日本粉末冶金工業会 60 (67) 60 (67) 0 (0) 15 (9)

一般社団法人日本建設機械工業会 73 (71) 73 (71) 0 (0) 22 (17)

一般社団法人日本産業機械工業会 89 (89) 89 (89) 0 (0) 9 (9)

一般社団法人日本工作機械工業会 72 (71) 75 (75) 3 (4) 32 (24)

一般社団法人日本半導体製造装置協会 70 (76) 70 (76) 0 (0) 20 (17)

一般社団法人日本ロボット工業会 81 (85) 81 (85) 0 (0) 16 (13)

一般社団法人日本計量機器工業連合会 33 (47) 41 (53) 7 (6) 27 (17)

一般社団法人日本分析機器工業会 70 (83) 70 (83) 0 (0) 10 (6)

一般社団法人日本鉄道車輌工業会 59 (79) 89 (95) 30 (16) 27 (19)

一般社団法人電子情報技術産業協会 92 (91) 92 (91) 0 (0) 12 (11)

一般社団法人日本電機工業会 82 (90) 82 (90) 0 (0) 22 (20)

一般社団法人ビジネス機械・情報システム産業協会 91 (91) 91 (91) 0 (0) 11 (11)

一般社団法人情報通信ネットワーク産業協会 83 (83) 83 (83) 0 (0) 6 (6)

一般社団法人カメラ映像機器工業会 78 (83) 78 (83) 0 (0) 9 (6)

一般社団法人日本自動車工業会 92 (92) 100 (100) 8 (8) 13 (13)

一般社団法人日本自動車部品工業会 100 (100) 98 (97) -3 (-3) 40 (32)

航空宇宙工業 一般社団法人日本航空宇宙工業会 100 (100) 100 (100) 0 (0) 11 (11)

電力業 一般社団法人送配電網協議会 100 (100) 100 (100) 0 (0) 10 (10)

情報サービス・ソフトウェア 一般社団法人情報サービス産業協会 69 (77) 69 (77) 0 (0) 45 (31)

商社 一般社団法人日本貿易会 80 (89) 80 (89) 0 (0) 20 (18)

一般社団法人全国スーパーマーケット協会 33 (43) 38 (57) 5 (14) 40 (14)

一般社団法人日本スーパーマーケット協会 39 (60) 42 (67) 3 (7) 31 (15)

一般社団法人日本チェーンドラッグストア協会 43 (75) 54 (88) 11 (13) 28 (8)

一般社団法人日本フランチャイズチェーン協会 50 (50) 50 (50) 0 (0) 6 (6)

一般社団法人日本ボランタリーチェーン協会 8 (0) 15 (0) 8 (0) 13 (3)

一般社団法人日本DIY・ホームセンター協会 40 (71) 60 (86) 20 (14) 15 (7)

広告業 一般社団法人日本広告業協会 21 (63) 21 (63) 0 (0) 28 (8)

建設業 一般社団法人日本建設業連合会 98 (98) 100 (100) 2 (2) 51 (51)

一般社団法人日本造船工業会 59 (82) 59 (82) 0 (0) 17 (11)

一般社団法人日本中小型造船工業会 8 (0) 13 (0) 5 (0) 39 (2)

トラック運送業 公益社団法人全日本トラック協会 33 (64) 63 (82) 30 (18) 115 (11)

住宅 一般社団法人住宅生産団体連合会 71 (80) 71 (80) 0 (0) 17 (15)

一般社団法人マンション管理業協会 67 (71) 76 (86) 10 (14) 21 (7)

公益財団法人日本賃貸住宅管理協会 16 (38) 22 (38) 6 (0) 50 (8)

100% 9 ／78団体 うち大企業 18 ／74団体

80-99％ 16 ／78団体 うち大企業 26 ／74団体

50-79％ 30 ／78団体 うち大企業 23 ／74団体

0-49％ 23 ／78団体 うち大企業 7 ／74団体

宣言率が上昇した団体 28 ／69団体 うち大企業 17 ／56団体

宣言率が横ばい又は低下した団体 41 ／69団体 うち大企業 39 ／56団体

自主行動計画策定団体役員企業におけるパートナーシップ構築宣言率

所管省庁 業種 団体名

宣言率（%）
増減（ポイント） 役員企業数

本年２月21日時点※ 本年６月６日時点

国土交通省

造船業

不動産管理業

総務省

国税庁・

農林水産省
食品製造業

農林水産省
食品卸売業

経済産業省

紙・紙加工業

家具・建材・住宅設備業

化学産業（6団体連名）

金属産業

宣言率が100%未満の団体のうち

素形材（11団体連名）

機械製造業

電機・情報通信機器

自動車

流通業（スーパー、コンビニ、ドラッグ

ストア等小売業）

本年６月６日時点の宣言率

※ 大企業は資本金３億円超の企業とする。

※ ２月時点の宣言率は、６月時点の各団体役員企業について２月時点の宣言状況を機械的に確認したものであり、実態と異なる可能性がある点に留意。
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